
 

 

 

 

 

 

 

一般事業法人による不動産売却事例では、賃貸不動産が2024年以降急増している。資本効率向上に対

する圧力が増す中、中核事業と関係のない賃貸不動産を売却して資産圧縮を図ったり、成長投資資金の

原資としたりする機運が高まっていることが背景の一つにあるとみられる。同様に2025年は本社ビルの売

却も増加しており、賃貸ビルへの移転に加えてセール＆リースバックも含め、所有から賃借へのシフトを図

る事例が目立った。 

 

売主としての一般事業法人等の存在感が増す 

国内に所在するオフィスビルの売買取引について、2025 年に公表された売買取引額は 2 兆 2,758
億円で、11 年ぶりに 2 兆円を超えた。オフィスビル以外を含む全ての物件用途の売買取引全体に占
めるオフィスビルの割合はコロナ前の水準を上回り、オフィスビル売買の回復が鮮明となった。 
売買取引について売主と買主の業種に応じて不動産セクターと非不動産セクターに分類※1する

と、2024 年は非不動産セクターによる売買取引、特に一般事業法人等から、外資系法人や SPC・
私募 REIT 等、J-REIT といった不動産セクターへの売却が各セクター間による売買取引額の上位
に現れた。この流れは 2025 年も続き、一般事業法人等から SPC・私募 REIT 等や J-REIT への売
却が上位にランクインした。売買取引の回復に合わせて非不動産セクターから不動産セクターへの
売却が顕著に増加する中、特に売主としての一般事業法人等の存在感が増した［図表 1］。 

 

賃貸不動産の売却が2024年以降急増 

一般事業法人等が売却した物件を利用用途
別に集計したところ、2023 年を底に賃貸不
動産が急増しており、2025 年は 76 件であっ
た［図表 2］。売却先は J-REIT が 2023 年の
2 件から 2025 年には 13 件に、SPC・私募
REIT 等が 3 件から 12 件に大きく増加し
た。不動産・建設セクターへの売却は、2023
年：20 件、2024 年：21 件、2025 年：25 件
と漸増した。 

J-REIT への売却事例では、系列ではない
一般事業法人等による売却が目立った。J-
REIT では好調な賃貸市況と回復の兆しが見
え始めた投資口市場の動向からオフィスビル
の取得に積極的になりつつある中※2、スポン
サー以外からの物件取得も増加した格好であ
る。 

SPC・私募 REIT 等への売却事例では、12
件中 8 件が系列企業間の取引で、スポンサー
である生命保険会社や鉄道会社などが保有す
る賃貸不動産が系列の私募 REIT や私募ファ
ンドに供給された。私募 REIT や私募ファン
ドでは好調な賃貸市況を受けてオフィスビル
を取得する動きが活発になっていることが背
景にあると考えられる。 
なお、2025 年は鉄道会社による系列の私

募 REIT や私募ファンドへの売却が目立った
点が特徴的であった※3。昨今、鉄道会社では
自社の開発・保有物件を売却することで早期
に開発利益を確定し、獲得資金を成長分野へ
再投資して資産効率を高める回転型ビジネス
への取り組みが積極的に行われている中、こ
うした売却事例は今後も続いていくものと考
えられる。 
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［図表1］ 取引の経路別にみた売買取引額（上位10類型） 

［図表2］ 物件の利用用途別にみた一般事業法人等に
よるオフィスビル売却件数 

（注）項目名冒頭の①～④は

右に示す分類を表す。 

①不動産セクター⇒不動産セクター 
②非不動産セクター⇒不動産セクター 
③不動産セクター⇒非不動産セクター 
④非不動産セクター⇒非不動産セクター 



 

 

本社ビルの売却は増加基調が続く 

2025 年の一般事業法人等による本社ビル売却は前年の 28 件から 35 件に増加した。また、支
店・営業施設、その他の事業用不動産は前年の 17 件から 32 件に増加しており、事業用不動産の売
却が活発になっている［図表 2］。このうち本社の売却事例は、移転に伴う売却とセール＆リースバ
ックの 2 点に分類することができる［図表 3］。 
移転に伴う売却事例では、業務効率化や職場環境の改善、人員増加への対応などを目的に賃貸ビ

ルへ移転し、伴って旧本社ビルを売却した事例が比較的多くあった。セール＆リースバックの事例
では、業績悪化に伴う財務改善と成長投資資金の確保を目的とするものに大別される。 

2027 年度から適用される新リース会計基準では、所有から賃借へ切り替えた場合でも原則オフバ
ランスできず、財務指標の改善効果が減少するとみられるが、不動産の所有に伴う手間の軽減やリ
スクの切り離し※4、成長投資資金や借入金返済原資の確保といった資金調達の手段としては今後も
有用と考えられる。 
なお、足元のオフィス賃貸市場は需給がタイトでまとまった床を確保しにくい状況にあり、所有

する本社ビル等を売却して賃貸ビルへ移転するハードルが高くなってきていることが想定される。
この状況下、所有から賃借へ切り替えるに当たっては賃貸ビルへの移転だけではなく、セール＆リ
ースバックを選択するケースも増加する可能性がある。 

 

※ 2：一般事業法人等以外からの取得も含むJ-REITによる

取得の総額・総件数は、2025年は4,256億円（前年比

+47.7％）、45 件（同+28.6％）であった。 
※ 3：例えば、東京地下鉄（東京メトロ）が東京メトロプラ

イベートリート投資法人に売却したPMO半蔵門、東

日本旅客鉄道（JR東日本）がJR東日本プライベート

リート投資法人に売却したグラントウキョウサウスタ

ワー（一部）、京王電鉄が同社組成の私募ファンドに

売却した京王新宿321ビルなど 
※ 4：例えば、手間として施設管理の手配、リスクとして経

年劣化による修繕費の増加や災害による施設損壊に起

因する資産価値の減少など 
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［図表3］ 2025年に公表された本社ビル売却に関する主な事例 

※ 1：分類は下表のとおり。なお、業種が不明であるものは非不動産

セクターに分類した。 


